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一般財団法人 大阪科学技術センター
Ⅰ．2026年度 事業計画
１．背景

我が国は急激な人口減少局面に突入しており、都市の持続可能性そのものが問われる時代を迎えている。高速交通網やデジタル化の進展により経済活動と若年人口は東京へ集積し、大阪を含む他都市は相対的な地位低下に直面してきた。さらに近年は、都市内部の平坦化や郊外分散、若年層の流出が進み、従来型の都市成長モデルは限界を迎えつつある。
こうした全国的な構造変化を背景に、大阪・関西は現在、人口減少、東京一極集中、都市機能再編という複合的な構造変化の只中にあり、これまでの延長線上ではない新たな都市戦略の構築が求められている。
２．目的

大阪の都市力の創造・強化に貢献すべく、当部会では民間のノウハウと意欲を活かし、大阪および関西圏における開発整備や都市再生のあり方について調査研究・提言を行うことで、関西の活性化に寄与することを目的とする。人口減少や社会の不確実性が高まる時代を踏まえ、従来型の成長モデルにとらわれない持続可能な都市戦略の構築を重視し、都市の将来像や広域的な役割等について総合的かつ横断的な検討を行う。学識者、行政、民間が連携した議論を通じて実現可能性の高い方向性を整理・発信し、広域的視点から大阪・関西の競争力向上と持続的発展に資することを目指す。
３．事業の方向性

①「関西の活性化における大阪の役割」に注目して、各活動を一体的・連携的に推進する。

②事業は「情報交流活動」「調査研究活動」の２本柱で展開し、相互の連携を保ちつつ推進する。

③情報交流活動は、大阪の開発整備に寄与する都市再生に関係する情報の迅速な入手および提供に注力する。

④調査研究活動は、時代の要請に応じた実現可能性の高いプロジェクトを選別して行う。

４．事業内容

(１)情報交流活動

①フォーラムの開催

都市の活性化、新産業の創出等に関し、先進的事例や新たな社会動向を把握するため、有識者等からの話題提供を中心に実施する。

・都市課題への対応、広域ネットワーク、新産業創造、テクノロジー等
②先進事例調査の実施

全国の諸地域における都市活性化の先進事例や、都市再生を先導する整備事例等を視察する。なお、新規施設だけでなく既存ストックを活用した事例にも着目することとする。

・先端技術導入、高齢化社会対応等

・再開発、都市再生、まちづくり等

・地方創生・地域資源の有効活用等
(２)調査研究活動

①調査研究会の実施
○調査テーマ
　不確実な社会を賢く生き抜く大阪の未来戦略
○目的と活動内容
昨今、未曾有のパンデミックの発生やデジタル技術の急速な進化・普及により、都市のあり方が大きく見直される転機を迎えている。今後も気候変動・自然災害、政治・地政学的事象、金融危機、サイバーリスク、デジタル化による創造的破壊など、多様な不確実性に直面することが想定される。このような状況を踏まえ、本研究会ではシナリオプランニングを活用し、社会の劇的な変化に柔軟に対応可能な大阪の未来戦略について調査・研究を行い、その成果を広く発信する。

具体的には、大阪・関西に大きな影響を及ぼし得る構造変化やリスク要因を整理したうえで、有識者との議論を通じて複数の将来シナリオを描き、それぞれに対応した戦略的選択肢を検討する。あわせて、必要に応じた情報収集や関係者ヒアリングを実施し、実現可能性を重視した提言として取りまとめ、政策や事業への波及も視野に入れた発信を行う。
(３)活動スケジュール

2026年度は、フォーラムを2回程度、先進事例調査を1回程度、調査研究活動を
4回程度開催する。
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※開催月については講師や見学先との調整で変更することがある。

５．体制　

（１）会の名称

　　大阪都市再生部会

（２）委員構成

　　16名（産業界10法人10名、学・官界6名）

（３）事業推進組織

部会には、必要に応じ分科会、ワーキンググループ等を設置し、諸活動の展開を図ることができる。

＜組織図＞




・部会長　　　　　加藤　晃規　（関西学院大学名誉教授）
・副部会長　　　　阪本　晃一郎（(株)大林組）
　副部会長　　　　原田　　裕　（(株)竹中工務店）
・アドバイザー    岡田　憲夫　（関西学院大学災害復興制度研究所顧問
/京都大学名誉教授）

近畿地方整備局

近畿経済産業局

兵庫県

神戸市

６．事業期間

２０２６年４月～２０２７年３月
７．運営資金

　・運営資金は本事業に賛同する企業の参加料を充当する。

　・参加料は４０万円／年（消費税込み）

８．事務局（お申込み・お問い合わせ先）
〒550-0004　大阪市西区靱本町1-8-4

一般財団法人大阪科学技術センター　技術振興部　大原、島袋
TEL：06-6443-5320　FAX：06-6443-5319　Eﾒｰﾙ：m.ohara@ostec.or.jp
大阪都市再生部会
２０２６年度　参加申込書
一般財団法人　大阪科学技術センター

地域開発委員会
委員長   新田　浩二郎  殿
　大阪都市再生部会の趣旨に賛同し、下記のとおり参加料の拠出ならびに委員の派遣をいたします。
                                            　　　　　　　    　　年 　  月 　　日
  １．参 加 料  　　金４０万円也（消費税込み）　（支払予定；　　月頃）
  ２．部会登録委員
	ﾌ ﾘ ｶ ﾞﾅ

氏　　　　名
	

	所属／役職名
	

	所　在　地
	〒

	e-mail ｱﾄﾞﾚｽ
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	


                 　　　　　　　　　　　　　
【事務連絡窓口】請求書送付先、事務連絡先（別途必要な場合のみ記入）
   　 ＜所 属・氏 名＞
	


   　 ＜電話・ＦＡＸ＞
	


※弊財団が取得した個人情報については、『プライバシーポリシー』に基づき、適切に取り扱います。詳しくは、弊財団ホームページをご覧ください。

http://www.ostec.or.jp/ostec_wp/pdf/privacy.pdf
※次年度以降は特にお申し出のない限り、原則として継続参加の取り扱いとさせていただきますので、ご了承ください。
Ⅱ．2025年度 事業報告
１．部会体制
部会長：関西学院大学 名誉教授 加藤 晃規氏
副部会長：(株)大林組 大阪本店 建築事業部 プロジェクト推進第二部長 阪本 晃一郎氏

副部会長：(株)竹中工務店 開発計画本部 専任部長(西日本担当) 原田 裕氏
産業界11名、学界2名、官界4名
２．2025年度　活動結果

（１）部会活動

①部会活動

	回
	開催日
	内　　　　　　　　　容

	第54回部会
	2026年

2月12日
	1.会議

(1)2025年度事業報告について

(2)2026年度事業計画について

(3)その他


②情報交流活動

1）フォーラム

	回
	開催日
	内　　　　　　　　　容

	第89回
	2025年

8月19日
	1.講演
「複数機のドローンや無人ビークル、ロボットの集団制御時代へ」

～組織的AI・ロボット群制御技術の陸海空社会実装に向けて
汎用マルチエージェント基盤ソフトウェア「MAARC」活用のご提案～
クラスターダイナミクス(株) 代表取締役　高岡秀年氏　

	第90回
	2026年

2月12日
	1.講演

「矮性稲“みずのゆめ“を生かした未来農業」

～未来農業プロジェクト2026年兵庫県宍粟市

バイオサイエンス事業・医療用稲栽培実証プロジェクト～

(株)あゆち 代表取締役 奥眞一氏


2）先進事例調査

	回
	開催日
	内　　　　　　　　　容

	第63回
	2025年

11月20日、21日
	長崎スタジアムシティ等中心市街地の再開発、MaaS推進事業による街の活性化
1.講演 「MaaSの高度化による都市サービスのデジタル変革に向けて」 

(株)ゼンリン ビジネス企画室 MaaS企画部 部長 藤尾秀樹氏

2.見学 長崎スタジアムシティ

(株)リージョナルクリエーション長崎 スタジアムシティ運営部 
自社店舗運営課  岩永耕太郎氏

3.講演 「アミュプラザ長崎（新長崎駅ビル）の概要」

(株)JR長崎シティ 取締役上席執行役員総務部長 太田周作氏

見学 アミュプラザ長崎

4.見学 池島炭鉱

三井松島リソーシス(株) 尾崎政治氏

5.見学 世界文化遺産 出津集落


③調査研究

調査研究会

	回
	開催日
	内　　　　　　　　　容

	第１回
	2025年

7月4日
	1.話題提供

「コメは石油でできている
～食料安全保障から考える社会のしくみ～」
　農業研究者 篠原 信氏

2.会議「今年度の進め方について」

	第２回
	2025年

9月19日
	1.話題提供

「関西に対する海面上昇や水害リスクについて」
　京都大学 防災研究所・気候変動適応研究センター教授 森 信人氏

2.会議「取りまとめの方向性について」

	第３回
	2025年

12月4日
	1.話題提供

「関西の災害と文化-日本列島からの試練と恩恵-」
　ジオリブ研究所合同会社　所長/ジオ・アクティビスト
　神戸大学　海洋底探査センター　客員教授

　巽 好幸氏

2.会議「報告書のとりまとめについて」

	第４回
	2026年

1月30日
	1.話題提供
「都市を通して考える日本の未来」

　京都大学 経済研究所　教授　森 知也氏
2.会議「報告書のとりまとめについて」


Ⅲ．大阪ベイエリア開発・都市整備等に関する取組みの経緯
昭和63年、「大阪ベイエリア活性化懇談会」（大阪都市再生部会の前身）を設置し、諸活動を開始。平成2年には国際シンポジウムによる世論形成や大阪ベイエリア総合開発の検討調査への取り組み、「大阪湾ベイエリア開発推進協議会」設立に向けての関西経済連合会の取り組み、平成3年の大阪湾ベイエリア開発推進機構の設置、平成4年の大阪湾臨海地域開発整備法の施行、法律に基づく平成5年の基本方針の公表、そして地方自治体による整備計画の作成に至る5～6年の一連の流れを持って、ベイエリア開発整備に向けての基本シナリオが出来上がった。
【１９８７年度（昭和６２年度）】
１９８７年　４月　大阪ベイエリア問題への取組み検討開始（第２５回地域開発委員会　幹事会）
１９８７年　９月～「産業活性化のための大阪ベイエリアの整備に関する調査研究」
（(財)産業研究所からの受託研究・委員長　植田政孝　大阪市立大学教授）
１９８７年１１月　「大阪ベイエリア活性化懇談会」準備会の発足決定　
１９８８年　１月　「大阪ベイエリア活性化に関する事業計画書（案）」作成（大阪ベイエリア活性化懇談会
準備会）
１９８８年　３月　「大阪ベイエリア活性化懇談会」の設置決定
（座長　吉川和広　京都大学教授、運営委員長　渡部　威　関西電力㈱取締役）
【１９８８年度（昭和６３年度）】
１９８８年　６月～「大阪ベイエリア活性化懇談会」の諸活動展開
（情報交換会、シンポジウム、見学会、調査研究活動）
１９８９年　３月　「大阪ベイエリアの新展開に関する調査研究」（関西産業活性化センターからの受託研究）
委員長　植田政孝　大阪市立大学教授
【１９８９年度（平成元年度）】
１９８９年　４月～「大阪ベイエリア活性化懇談会」の諸活動展開　　　　　
　　　　　　　　　（情報交換会、シンポジウム、見学会、調査研究活動）　
１９８９年　５月　「大阪ベイエリアの新展開に関する有識者アンケ－ト調査報告」発表
１９８９年　９月　「北米ベイエリア活性化事例調査団」を派遣　
　　　　　　　　　　 （団長　飯田孝三　関西電力㈱取締役副社長　他３５名）
　　　　　　　　　　　ボルチモア、ボストン、ニューヨーク、オーランド、サンフランシスコ、サンディエゴ、ロサンゼルス　（１６日間）　

１９９０年  １月　　同調査団報告書発行　

　１９９０年　３月　「ベイ・フロンティア・オオサカ構想」の公表　
１９９０年　３月　「大阪ベイエリア総合開発のための基本コンセプト検討調査」（近畿通商産業局受託研究）

委員長　榊原胖夫　同志社大学教授、幹事長　植田政孝　大阪市立大学教授

【１９９０年度（平成　２年度）】
１９９０年　６月～「大阪ベイエリア開発検討部会」（大阪ベイエリア活性化懇談会を改組）
　　　　　　　　　　　（部会長　吉川和広　運営委員長　渡部　威）の活動展開　
　　　　　　　　　　「大阪ベイエリア産業の将来像と新展開に関する調査研究」公表　
１９９０年　７月　「ベイエリア国際フォ－ラム」開催（７月１７日～１８日）
　　　　　　　　　　　経済団体、自治体１３団体の共催、大阪湾ベイエリア推進協議会等の後援

１９９１年　４月　　大阪湾ベイエリア開発推進協議会「大阪湾ベイエリア開発整備のグランドデザイン」の
とりまとめ成果公表　＜グランドデザイン調査作業協力＞
【１９９１年度（平成　３年度）】
１９９１年　７月～「大阪ベイエリア開発検討部会」の諸活動展開　
　　　　　　　　　　（情報交換会、見学会、調査研究活動）「ベイエリア拠点整備プラン２１」公表
１９９２年　３月　「オセアニアベイエリア開発事例調査団」を派遣　
　　　　　　　　　　（団長　渡部　威　関西電力㈱常務取締役　他２０名）
　　　　　　　　　　　シドニ－、メルボルン、ゴールドコースト、シンガポ－ル、台北　（１３日間）
１９９２年  ６月　　同調査団報告書発行　

【１９９２年度（平成　４年度）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１９９２年　５月～「大阪ベイエリア開発検討部会」の諸活動展開（調査研究活動、情報交換会、見学会）
「ＢＡＹ ＦＲＯＮＴＩＥＲ ＯＳＡＫＡ」発行
１９９２年12月　 「大阪湾臨海地域開発整備法」公布・施行
【１９９３年度（平成　５年度）】
１９９３年  ４月～「大阪ベイエリア開発検討部会」の諸活動展開 （調査研究活動、情報交換会、見学会）        
    　              「大阪ベイエリア先導開発モデルプロジェクト」公表
      　            「大阪ベイエリア“憩住都市”構想」公表
１９９３ 年１０月 「大阪湾臨海地域」及び「関連整備地域」の指定 「大阪湾臨海地域及び関連整備地域
の整備等に関する基本方針」 の決定
主な成果報告書　
・「産業活性化のための大阪ベイエリアの整備に関する調査研究」（昭和６３年５月）［委託事業］
・「大阪ベイエリアの新展開に関する調査研究」（平成元年３月）［委託事業］
・「大阪ベイエリアの新展開に関する有識者アンケ－ト調査報告」（平成元年５月）［自主研究］
・「国内外におけるベイエリア開発事例調査」（平成元年６月）［自主研究］
・「北米ベイエリア活性化事例調査」（平成２年１月）［自主研究］
・「大阪ベイエリア総合開発のための基本コンセプト検討調査」（平成２年３月）［委託事業］
・「ベイ・フロンティア・オオサカ構想」（平成２年４月）［自主研究］
・「ベイエリア国際フォ－ラム」（平成２年１２月）［自主事業］
・「大阪ベイエリア産業の将来像と新展開に関する調査研究」（平成３年６月）［自主研究］
・「ベイエリア拠点整備プラン２１」（平成４年５月）［自主研究］
・「ベイエリア開発事例調査報告」（平成４年６月）［自主研究］
・「ＢＡＹ　ＦＲＯＮＴＩＥＲ　ＯＳＡＫＡ」（平成５年６月）
・「大阪ベイエリア先導開発モデルプロジェクト」（平成６年６月）［自主研究］
・「大阪ベイエリア“憩住都市”構想」（平成６年６月）［自主研究］
1994年（平成6年）からはグランドデザインに基づいて大阪ベイエリアの開発が検討されていった。当時、大阪ベイエリアには関西全域の4割近い150件、15兆6千億円のプロジェクトがあり、当部会では、民間の自発的な問題意識に基づく自主提言として、いくつかの異なった視点から整備計画のイメージを示し、各界での活発な議論へと発展させていった。
【１９９４年度（平成　６年度）】
１９９４年　７月～「大阪ベイエリア開発検討部会」の諸活動展開　
　　　　　　　　　  （調査研究活動、シンポジウム、情報交換会、見学会）
１９９４年１１月  　ＯＳＴＥＣシンポジウム「大阪ベイエリアの２１世紀を考える」の開催
  　        　　　  　各種経済団体、(財)大阪湾ベイエリア開発推進機構などの後援
【１９９５年度（平成　７年度）】
１９９５年　４月～　情報交流活動：ベイエリアフォーラム、見学会、情報誌

調査研究活動：大阪ベイエリア憩住都市研究会、北港南地区検討分科会、

大正臨海地区検討分科会、社会・都市システム検討分科会
【１９９６年度（平成　８年度）】
１９９６年　４月～「大阪ベイエリア部会」（大阪ベイエリア開発検討部会を改組）の諸活動
　　　　　　　　　　  情報交流活動：ベイエリアフォーラム、見学会、情報誌
    　                調査研究活動：産業研究会、都市機能研究会

１９９６年１２月　ＯＳＴＥＣ講演会「ハビタントが躍動する大阪ベイエリアをめざして」開催

【１９９７年度（平成　９年度）】
１９９７年　４月～  情報交流活動：ベイエリアフォーラム、見学会、情報誌      　　　
　　　　　　　　　　  調査研究活動：都市型産業基盤研究会、環境研究会、集客研究会
１９９７年１０月  「米国地域活性化調査団」を派遣（団長：吉川和広　関西大学工学部教授　他１８名）
オーランド、チャタヌーガ、ポートランド、サンフランシスコ、ロサンゼルス（12日間）
【１９９８～２００２年度（平成１０～１４年度）】
＜情報交流活動＞　ベイエリアフォーラム、見学会、情報誌（メールマガジン）
＜調査研究活動＞
　１９９８年度　　都市型産業基盤研究会、環境研究会、集客研究会
１９９９年度　　研究会・講演会・代表者会議
２０００年度　　研究会・代表者会議・尼崎、堺各分科会
２００１年度　　ＩＴＥＲプロジェクト研究会、尼崎臨海地域プロジェクト研究会、
堺臨海地域プロジェクト研究会

２００２年度　　尼崎堺臨海地域プロジェクト研究会、情報産業拠点プロジェクト研究会、
環境関連プロジェクト研究会
主な成果報告書　
・「大阪湾ベイエリア地域における地域エネルギー導入促進調査」（平成７年３月）［委託事業］
・「大阪湾ベイエリアの将来像と整備課題への提言集」（平成１１年１２月）［自主研究］
・「２１世紀大阪湾ベイエリア開発整備推進のために必要な社会基盤と戦略プロジェクト化」（平成１３年３月）［自主研究］
　「ＩＴＥＲの大阪湾ベイエリアへの誘致　第一次提言（案）」（平成１３年６月）
2003年（平成15年）から、大阪ベイエリア・都市再生部会」へ名称変更。大阪湾ベイエリアにおける都市再生のあり方をテーマにしながら、モデル地域を対象とした「広域的なまちづくりにおけるプロジェクト提案」や「都心部との一体的なまちづくり」に拡げた検討を行うこととなった。
【２００３～２０１２年度（平成１５～２４年度）】
＜情報交流活動＞　ベイエリアフォーラム、見学会、情報誌（メールマガジン）
　　　　　　　　　　中小企業向けＢＣＰセミナー（２００８～２００９のみ）
＜調査研究活動＞
２００３年度　　尼崎堺臨海地域プロジェクト研究会、環境関連プロジェクト研究会
２００４～２００６年度　園田研究会
２００７年度　　企業地域防災研究会、園田研究会

２００８年度　　企業地域防災研究会、園田研究会

２００９年度　　企業地域防災研究会、ベイエリア課題抽出研究会

２０１０年度　　ベイエリア課題抽出研究会、企業地域防災ＷＧ
２０１１年度　　夢洲・咲洲地区研究会、企業地域防災ＷＧ
２０１２年度　　夢洲・咲洲地区研究会
主な成果報告書　
・「尼崎ものづくりアカデミー構想（仮称）」（平成１６年３月）［自主研究］

・「バイオマス利用を核とした大阪ベイエリアにおけるリサイクル拠点整備へ向けた提言」（平成１６年３月）［自主研究］
・情報誌「ベイエリアフォ－ラム」１号～３９号（最終号）
・メールマガジン「マンスリーベイ」　１号～２９号

・「尼崎２１世紀の森づくりと国際競馬場構想（仮）」（平成１８年４月）

・「尼崎２１世紀の森のまちづくり提案」（平成１９年３月）［自主研究］

・「企業コミュニティによる地域防災戦略構想」（平成２２年３月）［自主研究］

・「夢洲・咲洲地区を中心とした関西の調査研究」（平成２５年３月）［自主研究］

2013年（平成25年）からは、現在の「大阪都市再生部会」へ名称変更。社会経済環境の急激な変化や情報技術の急速な発展と普及により、国際規模での都市間競争が激化し、関西においては大阪の都市力の創造・強化への取組みが強く望まれていることから、大阪および関西圏における開発整備や都市再生のあり方を調査研究・提言することで、関西の活性化に寄与していくこととなった。2019年より加藤晃教部会長が就任。
【２０１３年度～現在（平成２５年度～）】

＜情報交流活動＞フォーラム、先進事例調査

＜調査研究活動＞
２０１３～２０１８年度　大阪の都市格向上研究会
２０１９～２０２４年度　研究会（2040年の大阪・関西のありたい姿）
２０２５年度～　　　　　研究会（不確実な社会を賢く生き抜く大阪の未来戦略）

主な成果報告書　
・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その１）」（平成２６年３月）

・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その２）」（平成２７年３月）

・大阪の都市格向上研究会調査研究報告書「市民が誇る「大阪」を目指して」（平成２７年３月）］

・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その３）」（平成２８年３月）

・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その４）」（平成２９年３月）
・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その５）」（平成３０年３月）

・「大阪の都市格向上に関する調査研究（その６）」（平成３１年３月）

・「OIMO(Osaka Industry Management/Marketing Organization)設立に向けた提言」（平成３１年３月）

・「大阪・関西の都市ビジョンに関する調査研究～2040年の大阪・関西のありたい姿（１）」（2020年３月）
・「大阪・関西の都市ビジョンに関する調査研究～2040年の大阪・関西のありたい姿（２）」（2021年３月）
・「大阪・関西の都市ビジョンに関する調査研究～2040年の大阪・関西のありたい姿（３）」（2022年３月）

・「大阪・関西の都市ビジョンに関する調査研究～2040年の大阪・関西のありたい姿（４）」（2023年３月）

・「大阪・関西の都市ビジョンに関する調査研究～2040年の大阪・関西のありたい姿（５）」（2024年３月）

・提言書「ポスト万博の都市空間戦略～2040年に向けた大阪・関西のまちづくり～」（2025年３月）
・「不確実な社会を賢く生き抜く大阪の未来戦略（１）」（2026年３月）
地域開発委員会 
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